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令和７年度第１回鹿児島県地方創生推進有識者懇話会 
の結果について 

 

 

 〔日 時〕令和７年11月13日（木）：午前10時00分～午前11時58分 

 〔場 所〕県庁７階７－Ａ－２会議室 

 〔出席委員〕地方創生有識者懇話会委員 ６名 

       宮廻 甫允 （委員長・鹿児島大学名誉教授） 

碇山 浩美 （株式会社鹿児島銀行代表取締役副頭取） 

伊牟田 均 （南国ホテルズ株式会社代表取締役社長） 

伊牟田 雅子 （キッズプログラミング教室 IT Kids LaB代表） 

志賀 玲子 （志學館大学法学部教授） 

下町 和三 （日本労働組合総連合会鹿児島県連合会前会長） 

〔県出席者〕県職員：45名（総合政策部長，総合政策部次長，計画管理室，

各部局担当課課長補佐等） 

〔会次第〕 

   ⑴ 第２期鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略（改訂版）にお

ける「目指すべき結果（評価指標）」の令和６年度実績   

⑵ 地方創生関連交付金活用事業の実績について 

    ・ デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）（R6）  

・ デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生拠点整備タイプ） 

⑶ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）（令和６年度事業）の

実績について 

 

〔議事概要〕 

   ⑴ 第２期鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略（改訂版）にお

ける「目指すべき結果（評価指標）」の令和６年度実績   

 

（●：委員からの要望・意見，→：担当課からの回答） 

● 鹿児島だけではないが，首都圏に20代の女性が集まって帰ってこな

いという状況がある。その要因として，ジェンダーフリーという生活

スタイルになっておらず，鹿児島で暮らしても，生きづらい，仕事が

しづらいということが言われている。高校生，大学生の県外への流出

についても，県内企業にも魅力があるところも多いが，それだけでは

なかなか県内での就職につながらない。若い人たちへの住宅への支援

も必要ではないか。そういった視点がどのように県の施策に生かされ
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ているか教えてほしい。高校生の県内就職率も含めて，若い人たちが

地元鹿児島に残らない理由を把握しているか。 

 

→ 県内就職率の低下については，新型コロナ下で一時期，県外への就

職意向は低下していたものの，新型コロナの５類移行に伴い，都会へ

の憧れが強い部分があり，現在，コロナ禍前の令和２年度の水準に戻

った状況になっている。その要因等は，これまでもいろいろ議論をし

てきているところだが，今年度，県内の高校生や県内外の大学生を対

象とした状況調査を実施しており，年度内にその結果を整理したいと

考えている。 

 

● 若い方々で，鹿児島に帰ってくる人も少ないが，その要因は分析さ

れているのか。 

 

→ 現在，３年ぶりに調査を実施している。前回の調査はコロナ禍での

調査のため，状況が変わってきているということもある。県外の学生

が帰って来やすいようにということで，例えば県内企業の見学やイン

ターンシップをしたいという県外の学生を対象に，旅費支援等を行う

ＵＩターン就活応援事業を今年度から始めているところ。 

 

● 農業産出額については全国第２位となっているが，農家の所得率で

みると最下位に近いのではないか。稼ぐ力の向上に向けては，実際の

所得がいくらかという部分がポイントではないか。農家の所得率につ

いて，どのように認識をされていて，それを踏まえてどうやって向上

させていこうと考えているか。 

 

→ 所得率が低い要因については，本県の農業産出額の７割は畜産が占

めている。畜産については，飼料や人件費などにより生産コストが高

いことから，全体として所得率が低くなっていると考えている。所得

率の向上に向けては，コストを抑えつつ，販売単価を上げる取組が必

要と考えている。 

コストを下げるという点では，畜産関係ではスマート農器の導入に

より，家畜の事故率を低減する取組なども進んでいる。また，飼料価

格の高騰を受けて，地域資源を活用した自給飼料の割合を高める取組

も行っている。これらのように，コストを下げる取組を，畜産以外の

部門でも行っているところ。 

一方で，販売価格を上げていくため，例えば，牛肉，あるいは生産
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量日本一となったお茶などでは，認知度向上や魅力アップにより単価

を上げていく努力を進めているところ。 

また，委員御指摘のとおり，統計上は，所得率は最下位に近い状況

だが，一経営体あたりの生産農業所得については620万円と，全国３位

となっている。今後とも，担い手の育成・確保も含めて，稼ぐ力の向

上に向けて取り組んでいく。 

 

● 農業産出額の７割を畜産が占めていることから所得率が低くなって

いるとのことだが，畜産は生産性が低いということか。 

 

→ 国の統計にはなるが，部門別の所得率（全国又は九州）では，肉用

牛，豚，ブロイラーについては５～６％となっている。一方で，耕種

部門については，サトウキビやお茶は10～20％台，園芸作物の施設野

菜が24％と，畜産部門に比べて高くなっている。これは，畜産が，飼

料費・人件費等のコストがかかることによるものである。 

 

● 観光消費額が2,427億ということだが，コロナ前は3,000億くらいあ

ったと思う。目標値3,700億円と見比べてもちょっと見劣りする。日本

全体で見ると非常に観光は賑わっており，インバウンドについてもコ

ロナ前で3,000万人くらいであったのが4,000万人を超えている。鹿児

島への誘客数，インバウンドも含めて低くなっているから，こういっ

た実績になっているのではないか。インバウンドについては，国際線

の運航便数がコロナ前の６割ほどとなっていると思うが，国際線を増

やすためには行政が頑張らないと，民間ではなかなか難しい。そこに

向けてどういう取組をしていくのか。鹿児島は観光資源がたくさんい

いものがあるにもかかわらず，相当見劣りする。ソウル線はＬＣＣも

増えるし冬はゴルフ客もいるのでよいが，上海線は週２便，台湾も週

３便という状況。熊本空港はＴＳＭＣの関係で台湾線は毎日運航とな

っている。また，香港線は運休が続いており，ずっと続くのではない

かと心配している。 

農業と観光が鹿児島の基幹産業だと思うが，地域間競争もある中で，

鹿児島は遅れているのではないか。民間もやらないといけない部分も

あり，官でやらないといけないところも多々あると思うが，今後どう

していくのかを聞かせていただきたい。 

 

→ 観光消費額の増加に向けては，本県の消費単価は全国比で高い方で
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はあるが，例えば，鹿児島の世界遺産や，食，自然文化を活かした体

験型コンテンツで付加価値を高める取組については，さらに伸ばして

いく余地があると考えている。地域のＤＭＯ，商工業事業者，農業関

係者の方々，観光関連事業者と一緒になって，付加価値の高いサービ

スを提供できるようにすることが重要だと思っている。これらの取組

を通じて消費額を伸ばしていくとともに，魅力的なコンテンツを県内

外・海外に向けて情報発信していくことに，注力してまいりたい。イ

ンバウンドについても，現在，直行便が回復していない状況ではある

が，国・地域毎の地域性や嗜好，観光客の動向を分析して，それを施

策に生かすことで，効率的な誘客の促進を進めていくことも必要だと

考えており，観光関連事業者と一緒になって取組を進めてまいりたい。 

 

→ 国際線の運航便数については，11月21日からイースター航空が，デ

イリーで韓国との間で運航を開始することとなっており，週26便とコ

ロナ前の９割程度の水準とはなる見込み。他方で，直行便の有無によ

りインバウンドの数は大きく影響を受けるものと承知しており，新規

就航や増便，乗継ぎの工夫などに取り組んでいきたいと思っている。

これまで受け入れのネックとなっていた地上業務についても，既存事

業者の人員確保や新規事業者の参入により，受入体制は整いつつある

ので，新しい路線の誘致や既存路線の増便に努めてまいりたい。香港

線についても，先月，先々月に香港航空や香港エクスプレスを訪問し，

再開に向けての意見交換等も行っているところ。引き続き，鹿児島空

港の国際線の充実を図ってまいりたい。 

 

● 一人あたり消費額の話があったが，全体のボリュームを増やさない

と，全体の消費額は伸びてこない。 

インバウンドについては，韓国はゴルフ客の関係で増えているが，

先日上海とか直行便のある都市に行った際，鹿児島の知名度は低いと

はっきり言われた。官民一体となって，もっとＰＲをするべきではな

いか。特に，中国はボリュームゾーンとしては全国的にも寄与率が高

い中で，週２便という状況ではいけない。全国では，コロナ前の水準

は遙かに上回っている状況で，鹿児島だけ直行便が60％までしか回復

していないでというのは問題。香港からの観光客がほぼゼロとなって

おり，鹿児島の観光への影響は大きい。この間，副知事も香港まで行

かれたということは承知しており，引き続き，努力を進めていただき

たい。各県，様々な取組を進めていく中で，地域間競争に負けてしま
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うのではないか。鹿児島は観光資源がこれだけ豊かにあるのに残念。 

 

● 各ＫＰＩの達成状況を見ても，全体としては，順調に進んでいると

思うが，順調なときほど，逆に危機感をもって，取組を進めていただ

きたい。 

鹿児島県のまち・ひと・しごと総合戦略は，特に「ひと」の部分に

関して，課題感が強いのではないか。現場レベルでは，大学や学生を

意識して様々な取組・事業が進められているが，現行の総合戦略は，

他県と比較して，大学生，若者に関する記載が少ないと感じている。

県外流出の理由を考えたときに，地元が好きで実直に地域のことを考

えている学生が残っている一方で，県外に行く学生は，分かりやすい

メリット，刺激，教育環境の豊富さ，華やかさも求めているパターン

が多く，その中で鹿児島県はイメージ戦略が弱いと感じている。全国

的に治安や観光公害が心配されている中で，「鹿児島は安心・安全で

暮らしやすい」という漠然としたイメージを持ってもらえるようにす

ることが必要。令和の世代は，「なんとなく勢いがある」という，見

えないアバウトなところに惹かれて動くということを，ここ数年です

ごく感じている。県は，鹿児島の全体のイメージを作っていける立場

であり，総合戦略だけでなく個別の事業を進めるにあたっても，若年

層に響くような，若年層にメッセージが通じるようなものとしていく

必要もあるのではないか。 

 

→ 子どもの意見をどう把握しているかということで，１つ事例を御紹

介させていただくと，今年３月に「かごしま子ども未来プラン2025」

を策定したが，その策定の際に，子ども・若者の代表の方に参加して

いただいて御意見をいただいたところでございます。  

また，このプランを策定するにあたっては「少子化等に関する県民

意識調査」に加え，「かごしま子ども調査」や，子ども・若者を対象

としたアンケート調査の結果を踏まえたところである。  

 

→ 公共土木施設については，例えば道路の橋梁では2,500ほどあるな

ど，それぞれ施設毎に状況は異なるが，定期的な点検を行いながら，

計画的な補修を進めているところ。 

 

● 鹿児島の未来を支えるのは，若者だと思っている。鹿児島県でもア

ントレプレナーシップ養成講座を毎年されているが，単に起業家を育
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てるだけとかではなく，鹿児島への愛着を育んだり，鹿児島の発展に

繋がる取組だと感じている。ぜひ継続していただきたい。 

 

● 企業の稼ぐ力の向上については，県においても貿易スキルアップ商

談会などに積極的に取り組まれていると承知している。海外進出・貿

易は非常に重要。県において，新しくベトナムへの進出交流というと

ころを積極的に進めているということだが，地元の銀行も含めて民間

においては，県と一緒に，官民一体となって取組を進めたいという潜

在的なニーズが多くあると思われる。これからも積極的に取り組んで

いただきたい。 

「まち」をつくるについては，現在，人手不足が深刻であるため，

各企業においては，ＤＸやＩＴ化を進めたいが，その知恵や資金が足

りていないという状況があると思う。引き続き，取組を強化していた

だきたい。 

 

  ＜まとめ＞ 

各委員からいただいた御意見等につきましては，それぞれ県の担当

課において，今後の事業展開に適宜反映させるなど，参考としていた

だきたい。 

 

 

⑵ 地方創生関連交付金活用事業の実績 

⑶ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の実績 

 

● プロフェッショナル人材の潜在数について，どのように認識してい

るか。県外の兼業・副業人材も含めると，探せばいるという状況か。 

また，企業版ふるさと納税については，最近の寄付額の傾向を教え

ていただきたい。 

 

→ デジタル人材や販路拡大など，様々なプロフェッショナルの方がい

るため，県外の人材も合わせると相当数いるというのが実態。一方で，

そういった人材が，正規の職員としてはなかなか鹿児島に来ていただ

けないという現状があることから，都会のプロフェッショナル人材の

方に，副業・兼業人材として来ていただき，県内企業の販路拡大や社

内インターネット構築などに携わっていただく件数が増えてきてい

る。 
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→ ふるさと納税の寄付額については，令和２年が約１億1,900万円，令

和３年度が約１億2,400万円，令和４年度が約2,700万円，令和５年度

が約3,600万円でございまして，令和６年度については１件大口な寄付

がありまして，約３億4,600万円となっており，年度により増減がある

ところ。 

 

● 「鹿児島の将来を担う人材の確保・定着事業」に関連して，現在，

国において高校無償化が進められているが，公立高校の志願者が落ち

込むのではないか。鹿児島の発展につながるような人材を育てるとい

う観点では，実業系の高校はすごく実績を上げていると思うが，公立

高校のあり方をどう考えているか。 

また，地域コミュニティへの支援として中間支援団体を増やすため

の取組に関連して，労働者協同組合については法律もできて，同法に

基づく組合数も全国的には増えてきているが，地域の課題を改善して

いくため，そのようなアプローチは考えていないのか。 

レストランフェアについては，取組は素晴らしいことだと思ってい

る。一方で，県外，特に東京あたりから来られた方に話を聞くと，鹿

児島で食べると安くて美味しいと言われる。例えば，京都に行く場合，

京都で何がしかの物を食べると高いというのは分かった上で行くわけ

で，鹿児島に来られる方々に対しても焼酎や自然，観光を楽しんでい

ただいた上で，食についてもそれなりの価格で提供していいのではな

いか。そういう観点からの取組を進める必要もあるのではないか。 

   

→ 今年度，高校の魅力を高めるための検討委員会を設置しており，特

に少子化に向けた対応や，生徒の多様な学びのニーズに対する対応な

どについて，様々議論をいただいているところ。今年度末を目処に，

提言を取りまとめていただく予定。それを踏まえ，来年度，高校の魅

力を高めるためのビジョンを策定することとしている。 

   

→ 県では，地域コミュニティやＮＰＯ等が持続的に運営できるよう，

地域コミュニティやＮＰＯ等に対し，組織運営や事業活動，人材育成

や資金調達などについて，行政と連携しながら専門的な助言や継続的

な支援を伴走して行う団体等を「中間支援団体」として育成する事業

を実施している。 

具体的には，中間支援活動に関心のある団体等を対象とした研修会
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について，ホームページやＳＮＳ等で周知し，参加団体を募った上で

開催しており，中間支援活動についての知識やノウハウ等を学べる機

会を提供している。 

労働者協同組合については，地域コミュニティやＮＰＯ等と同様に，

多様な主体の一つとして，地域課題の解決や地域づくりの担い手とな

ることが期待されると考えており，現在県内にある４つの団体もその

ような活動を行っていると認識している。 

中間支援団体の育成に係る事業の実施にあたっては，引き続き広く

周知を図ってまいりたい。 

 

→ 県外で販売する場合，県として，鹿児島県産食材の差別化・ブラン

ド化を目指しており，輸送費や人件費の影響もあるため，東京の方で

は価格・値段が高く設定されていると思っている。県内での販売につ

いては，インバウンドも含め，県外からいらっしゃる方にも鹿児島の

価値を感じていただいて，相応の対価をいただくということは，非常

に大事なところだと思っている。他部局とも連携しながら，今後の取

組について考えてまいりたい。 

 

  ＜まとめ＞ 

全体として，鹿児島県の地方創生に資する事業となっていること，

また，目標の達成度を踏まえ，各事業において引き続き，改善を図っ

ていくとのことから，それぞれの事業について「総合戦略の目標達成

に有効であった」と評価したい。 

 

（了） 


